
○佐井村保育所条例施行規則 

平成２７年３月３１日 

規則第８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、佐井村保育所条例（平成２７年佐井村条例第１３号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（保育所の利用定員） 

第２条 条例第２条に規定する佐井村保育所（以下「保育所」という。）の利用定員は、次の表

のとおりとする。 

区分 人数 

子ども子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第１９条第１項第２号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する児童 

１５人 

子ども子育て支援法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する児童（０歳児） 

３人 

子ども子育て支援法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する児童（１～２歳児） 

１２人 

（開所時間） 

第３条 保育所の開所時間は、午前７時３０分から午後６時３０分とする。ただし、村長が必要

と認めたときは、開所時間を延長し、又は短縮することができる。  

（入所の手続等） 

第４条 保育所において保育の利用を希望する保護者は、佐井村施設型給付・地域型給付費等支

給認定申請書（兼保育所入所申込書）（以下「入所申込書」という。）を村長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 村長は、前項の入所申込書の提出があったときは、その保育の利用に関し必要な調査を行い、

可否を決定しなければならない。 

３ 村長は、保育の利用を承諾したときは保育所入所承諾書により、保育の承諾を行わないとき

は保育所入所不承諾通知書により保護者に通知するものとする。  

４ 村長は、保育所の定員その他の事由により保育の利用の決定を保留することができる。この

場合において、保育の利用を保留することを決定したときは、その理由を付し、待機通知書を

保護者に送付するものとする。 

（入所の取下げ） 

第５条 保護者は、入所申込書を提出した後において、入所申込みを取り下げようとするとき、

又は保育所入所承諾書を受理し、かつ、その入所時期が到来する前に入所を取り下げようとす

るときは、保育所入所（申込）取下書を村長に提出しなければならない。  

２ 村長は、保護者が入所申込みを取り下げ、又は取り消したときは保育所入所承諾取消通知書

を保護者に送付するものとする。 



（保育の承諾の取消し） 

第６条 村長は、条例第８条の規定による入所の承諾の取消しを行うときは、保育実施解除通知

書により保護者に通知するものとする。 

（利用者負担金の納入） 

第７条 条例第１０条に規定する保育料に係る保護者が納付すべき利用者負担金（以下「利用者

負担金」という。）は、納入通知書により村長の定める日までに納付しなければならない。  

２ 利用者負担金は月払いとする。ただし、月途中において保育所に入所し、又は退所した場合

の利用者負担金は、次の算式により算定して得た額（１０円未満の端数があるときは、切り捨

てるものとする。）とする。 

(１) 月途中入所の場合においては、利用者負担金月額に、当該月の月途中入所日からの開所

日数（２５日を超える場合は、２５日）を２５日で除した率を乗じて得た額  

(２) 月途中退所の場合においては、利用者負担金月額に当該月の月途中退所日の前日までの

開所日数（２５日を超える場合は、２５日）を２５日で除した率を乗じて得た額  

３ 利用者負担額は、別表第１のとおりとする。 

（利用者負担金の減免） 

第８条 利用者負担金の減免を受けようとするときは、利用者負担金減免申請書により村長に願

い出なければならない。 

２ 村長は、前項の規定による申請があった場合において、減免することを決定したときは利用

者負担金減免決定通知書により、減免しないことを決定したときは利用者負担金減免申請却下

通知書により通知するものとする。 

（時間外保育事業） 

第９条 条例第１２条に規定する時間外保育を希望する保護者は、時間外保育利用申込書を村長

に提出しなければならない。 

２ 条例第１２条第３項に規定する時間外保育料は、別表第２のとおりとする。  

（異動の届出） 

第１０条 保護者の住所及び保育児童の身上に異動のあったときは、保護者は速やかにその旨を

村長及び保育所長に届け出なければならない。 

（帳簿の整備） 

第１１条 保育所には、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３

号）第１４条に規定する帳簿を備え付けなければならない。  

（日課及び行事の決定） 

第１２条 保育所の日課及び年間行事については、保育所長が定める。  

（読替規定） 

第１３条 条例第１４条の規定により指定保育所の管理を指定管理者に行わせる場合は、第１０

条及び第１２条の規定中、「保育所長」とあるのは、「指定管理者」とする。  

（様式） 



第１４条 この規則に規定する様式は、別に定める。 

（その他） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、この規則に関し必要な事項は、村長が別に定める。  

附 則 

この規則は、条例の施行の日から施行する。 

附 則（令和２年規則第１５号） 

この規則は、公布の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。  

別表第１（第７条関係） 

 ３歳未満児 満３歳以上児 

階層区分 保育標準時

間 

保育短時間 保育標準時間 保育短時間 

１ 生活保護世帯 ０ ０ ０ ０ 

２ 市町村民税非課税世帯 ５，５００ ５，５００ ４，０００ ４，０００ 

３―１ 均等割のみ ７，５００ ７，４００ ６，０００ ５，９００ 

３―２ 所得割課税額 

２４，３００円未満 

９，５００ ９，３００ ７，５００ ７，４００ 

３―３ 所得割課税額 

２４，３００円以上４８，６

００円未満 

１１，０００ １０，８００ ９，０００ ８，８００ 

４―１ 所得割課税額 

４８，６００円以上６４，７

００円未満 

１４，０００ １３，８００ １２，０００ １１，８００ 

４―２ 所得割課税額 

６４，７００円以上８０，８

００円未満 

１６，５００ １６，２００ １５，０００ １４，７００ 

４―３ 所得割課税額 

８０，８００円以上９７，０

００円未満 

１９，５００ １９，２００ １８，０００ １７，７００ 

５―１ 所得割課税額 

９７，０００円以上１２１，

０００円未満 

２２，０００ ２１，６００ ２０，０００ １９，７００ 

５―２ 所得割課税額 

１２１，０００円以上１４５，

０００円未満 

２４，０００ ２３，６００ ２２，０００ ２１，６００ 

５―３ 所得割課税額 

１４５，０００円以上１６９，

２６，０００ ２５，６００ ２３，５００ ２３，１００ 



０００円未満 

６―１ 所得割課税額 

１６９，０００円以上２１３，

０００円未満 

２８，０００ ２７，５００ ２５，５００ ２５，１００ 

６―２ 所得割課税額 

２１３，０００円以上２５７，

０００円未満 

３１，０００ ３０，５００ ２８，０００ ２７，５００ 

６―３ 所得割課税額 

２５７，０００円以上３０１，

０００円未満 

３４，０００ ３３，４００ ３２，０００ ３１，５００ 

７ 所得割課税額 

３０１，０００円以上 

３８，０００ ３７，４００ ３５，０００ ３４，４００ 

備考 

１ この表において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

（１） ３歳未満児 特定教育・保育等の利用を開始した年度（次号、備考３及び備考４

において「当該年度」という。）の初日の前日において３歳に達していない支給認定子

どもをいう。 

（２） 満３以上歳児 当該年度の初日の前日において３歳に達している支給認定子ども

をいう。 

（３） 保育標準時間 子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）

第４条第１項の規定により１日当たりの保育の利用を１１時間までとするものをいう。 

（４） 保育短時間 子ども・子育て支援法施行規則第４条第１項の規定により１日当た

りの保育の利用を８時間までとするものをいう。 

（５） 所得割課税額 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第２号

に規定する所得割（同法の規定による特別区民税に係るものを含む。）の額（規則で定

める法令の規定を適用しないで計算した額とする。）をいう。  

（６） 均等割 地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等割（同法の規定による

特別区民税に係るものを含む。）をいう。 

２ 地方税法第３２３条に規定する市町村民税の減免があったときは、その額を所得割課税

額又は均等割の額から控除して得た額を所得割課税額又は均等割の額とする。 

３ ４月から８月までの月分の保育料の額にあっては前年度分の所得割課税額を基に、９月

から翌年３月までの月分の保育料の額にあっては当該年度分の所得割課税額を基に決定

するものとする。 

４ ３歳未満児又は満３歳以上児として保育を開始された支給認定子どもについては、当該

年度においては、同一年齢にあるものとみなしてこの表を適用する。  



５ 支給認定子どもの属する世帯の階層区分を証明することができない場合は、当該世帯に

ついては、７階層にあるものとみなしてこの表を適用する。  

６ 児童の属する世帯が次に掲げる世帯の場合で、次表に掲げる階層に認定された場合は、

この表の規定にかかわらず、それぞれ次表に掲げる徴収金額とする。  

（１） 「母子世帯等」……母子及父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）

第６条第６項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養しているものの世帯  

（２） 「在宅障害児（者）のいる世帯」……次に掲げる児（者）を有する世帯をいう。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に定める身体障害者手帳

の交付を受けた者 

イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）に定める療育手

帳の交付を受けた者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条

に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に定める特

別児童扶養手当の支給対象児及び国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に定める

国民年金の障害基礎年金等の受給者 

（３） 「その他の世帯」……生活保護法に定める要保護者等特に困窮していると村長が

認めた世帯 

 ３歳未満児 満３歳以上児 

階層区分 保育標準時

間 

保育短時間 保育標準時間 保育短時間 

２ 市町村民税非課税世帯 ０ ０ ０ ０ 

３―１ 均等割りのみ ６，５００ ６，４００ ５，０００ ４，９００ 

３―２ 所得割課税額 

２４，３００円未満 

８，５００ ８，３００ ６，５００ ６，４００ 

３―３ 所得割課税額 

２４，３００円以上４８，６

００円未満 

１０，０００ ９，８００ ８，０００ ７，８００ 

７ ２階層から７階層までの世帯であって、同一世帯から２人以上の児童が保育所、幼稚園、

認定こども園、特別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設通所部に入所し、又

は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を利用している場合において、次表の第１欄

に掲げる児童が保育所に入所している場合には、第２欄により計算して得た額をその児童

の徴収金（保育料）の額とする。 

ただし、児童の属する世帯が、備考６に掲げる世帯の場合の２階層から３―２階層の第

２欄については、備考６に掲げる徴収金（保育料）基準額により計算して得た額とする。 

第１欄 第２欄 



ア 上記７に掲げる施設を利用している就学前児童（該当する児童が

２人以上の場合は、そのうち最年長のもの１人とする。） 

徴収金（保育料）基準額表

に定める額 

イ 上記７に掲げる施設を利用している就学前ア以外の就学前児童

（該当する児童が２人以上の場合は、そのうち最年長のもの１人と

する。） 

徴収金（保育料）基準額表×

０．５ 

ウ 上記７に掲げる施設を利用している上記以外の就学前児童 ０円 

（注） １０円未満の端数は、切り捨てる。 

８ 佐井村第２子以降の児童に係る保育料等軽減事業実施要綱（平成２７年佐井村告示第９

号）に規定する対象児童が入所している場合の当該児童の利用者負担金の額は、この表の

規定にかかわらず、実施要綱に定めるところによる。 

別表第２（第９条関係） 

区分 時間外保育料（子ども１人につき） 

午前７時３０分から午前８時まで ３０分 ５０円 

午後４時から午後６時３０分まで ３０分 ５０円 

備考 この表の「午前７時３０分から午前８時３０分まで」及び「午後４時３０分から午後６

時３０分まで」の両区分の１月当たりの時間外保育料の合計額の上限は、別表第１において

支給認定保護者が認定された階層区分と同階層区分の保育標準時間の利用者負担額と保育短

時間の利用者負担額との差額とする。 

 


